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表紙*電子提供措置用*

証券コード：2 1 6 9

第 45期 定 時 株 主 総 会

招 集 ご 通 知

日 時 2025年３月24日(月曜日)午前10時

（受付開始予定時刻 午前９時15分）

場 所 愛知県岡崎市康生町515番地33

岡崎ニューグランドホテル　３階　飛竜の間

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください）

議 案 第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役10名選任の件
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株主各位

証券コード　2169
2025年３月５日

株 主 各 位
愛知県岡崎市舞木町字市場46番地

Ｃ Ｄ Ｓ 株 式 会 社
代表取締役社長 芝 崎 　 雄 太

【当社ウェブサイト】
　https://www.cds-japan.jp/ja/ir/group_news/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　https://d.sokai.jp/2169/teiji/

第45期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第45期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげま
す。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置
事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲
載しておりますので、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　当日、ご出席されない場合は、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、本招
集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き、2025年３月21日（金曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますようお
願い申しあげます。

敬具

－ 1 －
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株主各位

１．日　　　 時 2025年３月24日（月曜日）午前10時
２．場　　　 所 愛知県岡崎市康生町515番地33

岡崎ニューグランドホテル　３階　飛竜の間
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第45期（2024年１月１日から2024年12月31日まで）事業報告、連

結計算書類、計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結
計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役10名選任の件

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする、議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。なお、本総会終了後、同ホテルにおいて当社事業に関する説明会を開

催させていただきますので、是非ご参加くださいますようご案内申しあげます。

◎基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りい

たしますが、次の事項につきましては、法令および当社定款第13条第２項の規定に基づき、お送りする書面に

は記載しておりません。

① 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

② 連結株主資本等変動計算書

③ 連結注記表

④ 株主資本等変動計算書

⑤ 個別注記表

したがいまして、当該書面に記載している連結計算書類および計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監

査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

◎書面により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の

表示があったものとしてお取り扱いいたします。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイトおよび株主総会資料掲載

ウェブサイトにおいて、その旨、修正前および修正後の事項を掲載いたします。

－ 2 －
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事業の経過、設備投資の状況、資金調達の状況

( 2024年１月１日から
2024年12月31日まで )

事　 業　 報　 告

Ⅰ　企業集団の現況に関する事項

１. 事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の伸長

等により、緩やかな回復基調となりました。一方で、ロシアによるウクライナ侵攻の長期

化、中東情勢の悪化、原油をはじめとする資源価格や原材料の高騰、中国景気の停滞、円安

の継続等により、依然として先行きは不透明な状況が続いております。

　当社グループは、技術情報ソリューション事業、ＦＡロボットソリューション事業、デジ

タルソリューション事業の３つの事業を展開し、各事業のノウハウを組み合わせることで取

引先企業における製品開発から試験・解析、製造、販売、サービス保守に至る全工程をサポ

ートしております。また、長年の取引実績を持つ自動車業界をはじめＦＡ機器、産業機器、

医療機器、情報機器、教育関連等様々な業界に向けてのサービスを提供しております。

　当連結会計年度の業績は、技術情報ソリューション事業が前期比で減収減益となったもの

の、ＦＡロボットソリューション事業およびデジタルソリューション事業が増収増益となっ

たことから、グループ全体では増収増益となりました。なお、親会社株主に帰属する当期純

利益は過去最高値を更新いたしました。

具体的な業績は次のとおりであります。

売上高　  10,492百万円（前期比7.9％増）

営業利益　 1,506百万円（前期比2.8％増）

経常利益　 1,505百万円（前期比2.6％増）

親会社株主に帰属する当期純利益　1,056百万円（前期比5.8％増）

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。（各セグメントの売上高は、セグメン

ト間の内部売上高または振替高を含みます。）

なお、当連結会計年度より報告セグメントを変更しており、前期の比較および分析は、変

更後の区分に基づいて記載しております。

－ 3 －
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事業の経過、設備投資の状況、資金調達の状況

（技術情報ソリューション事業）

　取引先企業での新製品開発抑制、予算削減、スケジュール遅延等の影響を受けたこと、営

業支援費等の販売管理費が増加したことから、売上高は3,532百万円（前期比1.0％減）、営

業利益は1,019百万円（前期比11.2％減）の減収減益となりました。

（ＦＡロボットソリューション事業）

　前連結会計年度から民間の設備関係の受注は伸び悩みましたが、教育関連の受注が増加し

たことにより、売上高1,430百万円（前期比0.7％増）、営業利益288百万円（前期比1.0％

増）の増収増益となりました。

（デジタルソリューション事業）

　前連結会計年度から引続きシステム開発案件やＩＴインフラ案件の売上が好調だったこと

に加え、ＰＬＭシステム構築およびモデルベース開発の領域で新規取引先企業を獲得できた

こと等から、売上高5,587百万円（前期比16.5％増）、営業利益909百万円（前期比25.5％

増）の増収増益となり、売上高・営業利益ともに過去最高値を更新いたしました。

２. 設備投資の状況

　当連結会計年度において当社および連結子会社が行った設備投資の総額は101百万円でありま

す。

３. 資金調達の状況

当社および連結子会社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約お

よび貸出コミットメント契約を締結しております。

なお、借入金残高は前連結会計年度末より100百万円減少しております。

－ 4 －
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財産および損益の状況の推移、対処すべき課題

区分

第42期 第43期 第44期 第45期

2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期 2024年12月期
(当連結会計年度)

 売上高（百万円） 8,371 9,658 9,722 10,492

 経常利益（百万円） 1,264 1,568 1,467 1,505

 親会社株主に帰属する当期

純利益(百万円)
828 1,006 998 1,056

 １株当たり当期純利益（円） 121.53 147.51 146.44 154.93

 総資産（百万円） 9,398 9,728 10,767 11,386

 純資産（百万円） 7,080 7,690 8,291 8,898

４. 財産および損益の状況の推移

５. 対処すべき課題

（１）中期経営戦略の遂行

　中期経営戦略として、既存事業の継続的な発展および経営体質の強化と並行して戦略的な

施策を推進し､バランスの取れた企業構造を形成することを掲げております。

　具体的には、「柔軟な経営体制の構築と持続性のあるグループ経営の推進」「技術情報ソ

リューション事業における事業領域の拡充」「ＦＡロボットソリューション事業における競

争優位の確立」「デジタルソリューション事業における事業領域の拡充」を進めてまいりま

す。

（２）人材確保・育成

　当社グループが継続的に事業を拡大するためには、有能な人材を安定的に確保することが

不可欠と考えております。新卒者に加え経験者の採用も適宜実施し、獲得した人材に対して

は、教育・研修のほか、各種資格の取得などに努めスキルアップを図ることにより競争力を

強化してまいります。また、技術が急速に進歩する中、事業の中核を担う人材の計画的な育

成についてもグループ各社で推進するなど、人的資本に関する取り組みを中長期視点で進め

てまいります。

－ 5 －
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重要な子会社の状況

名称 資本金 出資比率 主要な事業内容

株式会社ＭＣＯＲ 165百万円 100％ 総合デジタルソリューション

株式会社バイナス  50百万円 100％ ロボット、ＦＡエンジニアリング

SAS SB Traduction 200,000ﾕｰﾛ 100％
技術マニュアル多言語翻訳、ソフトウ

ェアローカリゼーション

株式会社東輪堂  40百万円 100％ 多言語マニュアル制作、各種翻訳

株式会社ＰＭＣ  30百万円 100％
取扱説明書、各種マニュアル、カタロ

グ等制作

特定完全子会社の名称 株式会社ＭＣＯＲ

特定完全子会社の住所 愛知県岡崎市北野町字二番訳124-1

当社および当社の完全子会社における特定
完全子会社の株式の帳簿価額の合計額

2,200百万円

当社の総資産額 10,171百万円

６. 重要な子会社の状況

（注）当事業年度末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

－ 6 －
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主要な事業内容、主要な営業所

事業区分 主要な事業内容

技術情報

ソリューション事業

３Ｄ-ＣＡＤによる製品・設備等の設計支援ならびに技術情報をベ

ースとしたコンサルティング、各種マニュアル・デジタルコンテ

ンツ類の制作に付随する事業

ＦＡロボット

ソリューション事業

ロボット・ＦＡシステムの製造、制御ソフトウエアの開発、ＦＡ

関連教育システムの製造・販売、教育支援サービス等に付随する

事業

デジタル

ソリューション事業

ITインフラの企画・設計・構築・運用、システムインテグレーシ

ョン、ハードウエア保守、組込みソフトの開発等に付随する事業

７. 主要な事業内容（2024年12月31日現在）

８. 主要な営業所（2024年12月31日現在）

（１）当社

本社　　 （愛知県岡崎市舞木町字市場46番地）

支社　　　東京支社（東京都港区）、名古屋オフィス（名古屋市西区）

　　　　　関西支社（大阪市北区）、広島支社（広島市南区）

　　　　　松本支社（長野県松本市）

（２）子会社

株式会社ＭＣＯＲ　　　愛知県岡崎市

株式会社バイナス　　　愛知県稲沢市

SAS SB Traduction　　 フランス共和国クレルモンフェラン市

株式会社東輪堂　　　　東京都港区

株式会社ＰＭＣ　　　　東京都港区

－ 7 －
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従業員の状況

事業区分 従業員数 前連結会計年度末比増減

技術情報ソリューション事業 324名 ４名増

ＦＡロボットソリューション事業 46名 増減なし

デジタルソリューション事業 312名 12名増

全 社 （ 共 通 ） 24名 ３名減

合 計 706名 13名増

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

291名 ３名増 37.9才 13.3年

９. 従業員の状況（2024年12月31日現在）

（１）企業集団の従業員の状況

（注）１. 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外

から当社グループへの出向者を含むほか、契約社員を含んでおります。）であり、

臨時雇用者数（パートタイマーおよび派遣社員）および休職者は含んでおりませ

ん。

２. 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部

門に所属しているものであります。

３. 当連結会計期間より事業区分を変更しており、前連結会計年度末との比較は変更後

の区分に基づいて記載しております。

（２）当社の従業員の状況

（注）従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含

むほか、契約社員を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーおよび

派遣社員）および休職者は含んでおりません。

－ 8 －
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主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

借入先 借入金残高

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 180百万円

株式会社三井住友銀行 170百万円

株式会社名古屋銀行 140百万円

岡崎信用金庫 60百万円

株式会社愛知銀行 50百万円

１０. 主要な借入先の状況（2024年12月31日現在）

１１. その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当する事項はありません。

－ 9 －
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株式に関する事項、新株予約権等に関する事項

株主名 持株数 持株比率

しばざき株式会社 900,000株 13.20％

ＣＤＳ従業員持株会 499,100株 7.32％

学校法人麻生塾 200,000株 2.93％

芝崎　雄太 177,200株 2.60％

株式会社愛知銀行 140,000株 2.05％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 134,300株 1.97％

芝崎　基次 122,000株 1.79％

ＣＤＳ役員持株会 94,290株 1.38％

芝崎　恭子 92,000株 1.35％

芝崎　晶紀 90,200株 1.32％

Ⅱ　株式に関する事項（2024年12月31日現在）
１．発行可能株式総数　　　19,000,000株

２．発行済株式の総数　　　 6,924,400株（自己株式104,761株を含む）

３．株主数　　　　　　　      34,071名

４．大株主（上位10名）

（注）１．自己株式（104,761株）については、上記の大株主より除外しております。
２．持株比率は、自己株式数を控除して計算しております。

５．当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式に関する事項
該当する事項はありません。

６．その他株式に関する重要な事項
該当する事項はありません。

Ⅲ　新株予約権等に関する事項
１. 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
該当する事項はありません。

２. その他新株予約権等に関する重要な事項
該当する事項はありません。

－ 10 －
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会社役員に関する事項

地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 芝 崎 　 晶 紀 株式会社ＭＣＯＲ 取締役相談役

株式会社バイナス 取締役会長

株式会社東輪堂 取締役

株式会社ＰＭＣ 取締役

代 表 取 締 役 社 長 芝 崎 　 雄 太 技術情報ソリューション事業本部長

株式会社ＭＣＯＲ 取締役

株式会社バイナス 取締役

株式会社東輪堂 取締役会長

株式会社ＰＭＣ 取締役会長

SAS SB Traduction 取締役

常 務 取 締 役 和 田 　 　 隆 技術情報ソリューション事業本部東日本統括

株式会社東輪堂 取締役相談役

株式会社ＭＣＯＲ 取締役

株式会社バイナス 取締役

株式会社ＰＭＣ 取締役

SAS SB Traduction 取締役

取 締 役 中 嶋 　 國 雄 管理部門統括

株式会社ＭＣＯＲ 取締役

株式会社ＰＭＣ 監査役

取 締 役 高 橋 　 哲 也 技術情報ソリューション事業本部西日本統括

兼 広島支社長

取 締 役 太 田 　 　 晃 デジタルソリューション事業本部長

株式会社ＭＣＯＲ 代表取締役社長

取 締 役 舞 田 　 浩 子 技術情報ソリューション事業本部中日本統括

兼 松本支社長

取 締 役 下 間 　 　 篤 ＦＡロボットソリューション事業本部長

株式会社バイナス 代表取締役社長

Ⅳ　会社役員に関する事項

１．取締役および監査役の状況（2024年12月31日現在）
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会社役員に関する事項

地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 伊 藤 　 善 文 旭産業株式会社 社外取締役

取 締 役 岩 堀 　 剛 士

取 締 役 生 田 　 卓 史

常 勤 監 査 役 市 川 　 洋 行

監 査 役 埴 岡 　 　 登

監 査 役 福 地 　 和 彦

（注）１. 伊藤善文氏、岩堀剛士氏および生田卓史氏は、社外取締役であります。

２. 埴岡登氏および福地和彦氏は、社外監査役であります。

３. 当社は、取締役伊藤善文氏および岩堀剛士氏、生田卓史氏、監査役埴岡登氏および

福地和彦氏を東京証券取引所および名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、両取引所へ届け出ております。

４. 当社と社外取締役および社外監査役の全員は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役および社外監査役いずれ

も、金２百万円または同法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い

額としております。

５. 2024年３月25日をもって、渡辺亙氏は取締役を辞任しました。なお、退任時におけ

る担当はＦＡロボットソリューション事業本部長、株式会社バイナス フェローで

ありました。

６. 中嶋國雄氏は2024年４月１日付で、経理・財務部長から管理部門統括に就任してお

ります。
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会社役員に関する事項

地位 氏名

特に期待する分野・スキル

経営 営業 DX/IT 財務会計
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ/
ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ
ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ

代表取締役会長 芝 崎 　 晶 紀 〇 〇 〇 〇

代表取締役社長 芝 崎 　 雄 太 〇 〇 〇 〇 〇

常 務 取 締 役 和 田 　 　 隆 〇 〇 〇 〇 〇

取 締 役 中 嶋 　 國 雄 〇 〇 〇

取 締 役 高 橋 　 哲 也 〇 〇

取 締 役 太 田 　 　 晃 〇 〇 〇 〇

取 締 役 舞 田 　 浩 子 〇 〇

取 締 役 下 間 　 　 篤 〇 〇 〇 〇

社 外 取 締 役 伊 藤 　 善 文 〇 〇 〇

社 外 取 締 役 岩 堀 　 剛 士 〇 〇 〇

社 外 取 締 役 生 田 　 卓 史 〇 〇 〇 〇

（ご参考）取締役の専門性および経験（スキルマトリックス）

２．取締役および監査役の報酬等

（１）役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は2021年11月10日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容についての

決定に関する方針を決議しており、その内容は下記のとおりであります。

①基本方針の内容

　　取締役の基本報酬（金銭報酬）は、月例の固定報酬とし、役位、職責、会社の業

績、業績に対する個人別の貢献度などを考慮しながら、総合的に勘案して決定するも

のとする。

　　基本報酬の支払いは、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内とする。取締役の

退任時に退職慰労金の支払いはしない。

②取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の方法に関する事項

　　取締役の個人別の報酬については、取締役会の決議に基づき、代表権を持つ取締

役が委任を受け、報酬諮問委員会への諮問を経てその具体的な内容を決定する。

　　報酬諮問委員会は、代表取締役会長、代表取締役社長、管理部門統括取締役および

社外取締役で構成し、代表権を持つ取締役から諮問された報酬案について、前記①の

決定に関する方針に基づき、審議し答申する。
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会社役員に関する事項

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬
業績連動
報酬等

非金銭報酬等

取締役
(うち社外取締役)

232,200
（13,950）

232,200
（13,950）

－
（－）

－
（－）

12
（３）

監査役
(うち社外監査役)

15,450
（7,800）

15,450
（7,800）

－
（－）

－
（－）

４
（２）

合計
(うち社外役員)

247,650
（21,750）

247,650
（21,750）

－
（－）

－
（－）

16
（５）

　委任する理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行う

には代表権を持つ取締役が適していると判断したためであります。

　取締役の報酬限度額は、2018年３月23日開催の第38期定時株主総会において年額350百万

円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該定時株主総

会終結時点の取締役員数は11名（うち社外取締役は３名）です。監査役の報酬限度額は、

2024年３月25日開催の第44期定時株主総会において年額20百万円以内と決議いただいており

ます。当該定時株主総会終結時点の監査役員数は３名（うち社外監査役は２名）です。

　当事業年度においては、2024年３月19日開催の取締役会にて、個別の報酬額について、代

表取締役会長　芝崎晶紀氏に一任すること、ただしその決定については代表取締役会長から

報酬諮問委員会への諮問を経ることとする決議がなされております。

　なお、当事業年度においては、2024年３月25日開催の報酬諮問委員会にて、代表取締役会

長から諮問された報酬案について、取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する

方針に基づき答申され、審議し報酬額を決定しております。

　監査役の報酬は月額報酬のみとしており、株主総会で決議された報酬限度の範囲内で、監

査役の協議により個別の報酬額を決定しております。当事業年度においては、2024年３月25

日開催の監査役会にて、個別の報酬額について協議し、決定しております。

（２）当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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会社役員に関する事項

出席状況、発言状況および
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
伊 藤 　 善 文

取締役会に出席（17回中、17回出席）し、企業経営者としての豊富な
経験と識見から当社取締役会における意思決定および執行の監督にお
いて重要な役割を果たしております。同氏の経験を活かした多角的な
視点による意見や提案を積極的に行っているほか、当社の事業戦略に
関して指導・助言も行っております。またグループ経営会議にも出席
しております。

取 締 役
岩 堀 　 剛 士

取締役会に出席（17回中、17回出席）し、前職で培われた豊富な経験
と識見から当社取締役会における意思決定および執行の監督において
重要な役割を果たしております。同氏の経験を活かしコンプライアン
スやガバナンスをはじめとする指導・助言を行っております。またグ
ループ経営会議にも出席しております。

取 締 役
生 田 　 卓 史

取締役会に出席（17回中、17回出席）し、企業経営者としての豊富な
経験と識見から当社取締役会における意思決定および執行の監督にお
いて重要な役割を果たしております。同氏の金融機関での経験を活か
した視点による意見や提案を積極的に行っております。またグループ
経営会議にも出席しております。

監 査 役
埴 岡 　 　 登

監査役会に出席（14回中、13回出席）するとともに、取締役会に出席
（17回中、16回出席）いたしました。前職で培われた豊富な経験と識
見から、監査役会および取締役会において、適宜、質問および意見表
明を行っております。またグループ経営会議にも出席しております。

監 査 役
福 地 　 和 彦

監査役会に出席（14回中、14回出席）するとともに、取締役会に出席
（17回中、17回出席）いたしました。社外取締役としての経験と識見
から、監査役会および取締役会において、適宜、質問および意見表明
を行っております。またグループ経営会議にも出席しております。

３．社外役員に関する事項

（１）重要な兼職先と当社との関係

　取締役伊藤善文氏は、旭産業株式会社の社外取締役であります。当社と兼職先との間には

特別の関係はありません。

（２）当事業年度における主な活動状況
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４．役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社では役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、その概要は次のとお
りであります。

（１）被保険者の範囲
　当社の会社法上の取締役および監査役ならびに、子会社の設立国の法律により、これら
の者と同様の地位にある者であります。なお、保険料については全額を会社が負担してお
ります。

（２）補償地域と保険期間
　補償地域は全世界、保険期間は2025年１月１日から2026年１月１日であります。

（３）補償対象
　会社の役員としての業務につき行った行為または不作為に起因して、保険期間中に株主
または第三者から損害賠償請求された場合に、それによって役員が被る損害（法律上の損
害賠償金、争訟費用）および現に損害賠償請求がなされていなくても、損害賠償請求がな
されるおそれがある状況が発生した場合に、被保険者である役員がそれらに対応するため
に要する費用を補償対象としております。

（４）役員の職務執行の適正性が損なわれないようにするための措置
　公序良俗に反する以下の行為を免責としております。
①役員が私的な利益または便宜の供与を違法に得たことに起因する損害賠償請求
②役員の犯罪行為、または役員が違法であることを認識しながら行った行為
③役員に報酬または賞与等が違法に支払われたことに起因する損害賠償請求
④役員が行ったインサイダー取引に起因する損害賠償請求
⑤違法な利益の供与に起因する損害賠償請求
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支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 28,500千円

当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

28,500千円

Ⅴ　会計監査人の状況

１．会計監査人の名称　　　　　　かがやき監査法人

２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社とかがやき監査法人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できない

ことから、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額は、これらの合計額を記載

しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の

報酬等の額について同意の判断をしております。

３．非監査業務の内容

　該当する事項はありません。

４．会計監査人の解任または不再任の決定方針

　会計監査人が会社法、公認会計士法の法令に違反・抵触した場合および公序良俗に反する行為

があった場合、監査役会はその事実に基づき、当該会計監査人の解任または不再任の検討を行

い、解任または不再任が妥当と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不

再任に関する議案の内容を決定いたします。
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５．責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人であるかがやき監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、当社へ

の損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結しており、その概要は次のとおりでありま

す。

　会計監査人による監査契約の履行に伴い生じた当社の損害について、当該会計監査人に悪意ま

たは重大な過失があった場合を除き、会計監査人としての在職中に当社から支払われる報酬の額

に２を乗じて得た額を当社に対する損害賠償責任の限度額とする。

　この事業報告に記載の金額および株式数については、表示単位未満を切り捨てて表示しておりま

す。
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連結貸借対照表

（2024年12月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

8,302,755

4,176,349

3,199,256

355,686

79,284

260,486

5,477

228,234

△2,020

3,083,378

2,437,346

1,382,811

58,281

945,130

51,122

144,720

25,332

119,388

501,311

133,255

115,473

256,532

△3,950
　

流 動 負 債 2,472,880

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 438,536

短 期 借 入 金 600,000

未 払 金 369,887

未 払 法 人 税 等 306,579

未 払 消 費 税 等 144,583

賞 与 引 当 金 201,063

受 注 損 失 引 当 金 13,074

製 品 保 証 引 当 金 28,052

そ の 他 371,102

固 定 負 債 15,225

退 職 給 付 に 係 る 負 債 10,705

資 産 除 去 債 務 4,443

そ の 他 76

負 債 合 計 2,488,105

純 資 産 の 部

株 主 資 本 8,841,053

資 本 金 940,327

資 本 剰 余 金 1,171,768

利 益 剰 余 金 6,755,616

自 己 株 式 △26,658

その他の包括利益累計額 56,974

その他有価証券評価差額金 47,545

為 替 換 算 調 整 勘 定 9,429

純 資 産 合 計 8,898,028

資 産 合 計 11,386,134 負 債 純 資 産 合 計 11,386,134

連　結　貸　借　対　照　表
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連結損益計算書

( 2024年１月１日から
2024年12月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,492,254

売 上 原 価 7,170,586

売 上 総 利 益 3,321,667

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,815,165

営 業 利 益 1,506,502

営 業 外 収 益

受 取 利 息 420

受 取 配 当 金 4,665

助 成 金 収 入 1,570

売 電 収 入 2,529

そ の 他 3,742 12,928

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,062

支 払 融 資 手 数 料 6,396

為 替 差 損 2,098

減 価 償 却 費 1,699

そ の 他 723 13,981

経 常 利 益 1,505,449

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 226 226

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,687

減 損 損 失 1,782

会 員 権 評 価 損 5,100

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,100 12,669

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,493,005

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 459,251

法 人 税 等 調 整 額 △22,834 436,417

当 期 純 利 益 1,056,588

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,056,588

連　結　損　益　計　算　書
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貸借対照表

（2024年12月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

契 約 資 産

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

借 地 権

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

4,218,636

3,165,174

69,021

314,528

384,977

91,784

119,846

1,735

58,352

13,214

5,953,194

2,347,151

1,295,755

60,569

16,513

7,499

21,682

945,130

66,272

60,379

800

5,092

3,539,770

133,255

3,251,875

100

7,162

150,226

△2,850
　

流 動 負 債 672,737

買 掛 金 10,512

短 期 借 入 金 270,000

未 払 金 198,071

未 払 費 用 8,546

未 払 法 人 税 等 61,910

未 払 消 費 税 等 16,585

契 約 負 債 11,731

預 り 金 57,041

賞 与 引 当 金 35,833

受 注 損 失 引 当 金 303

そ の 他 2,202

固 定 負 債 350,000

関 係 会 社 長 期 借 入 金 350,000

負 債 合 計 1,022,737

純 資 産 の 部

株 主 資 本 9,101,547

資 本 金 940,327

資 本 剰 余 金 1,171,768

資 本 準 備 金 895,327

そ の 他 資 本 剰 余 金 276,441

利 益 剰 余 金 7,016,110

利 益 準 備 金 11,250

そ の 他 利 益 剰 余 金 7,004,860

別 途 積 立 金 700,000

繰 越 利 益 剰 余 金 6,304,860

自 己 株 式 △26,658

評 価 ・ 換 算 差 額 等 47,545

その他有価証券評価差額金 47,545

純 資 産 合 計 9,149,093

資 産 合 計 10,171,830 負 債 純 資 産 合 計 10,171,830

貸　借　対　照　表
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損益計算書

( 2024年１月１日から
2024年12月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,839,528

売 上 原 価 1,793,400

売 上 総 利 益 1,046,128

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 865,661

営 業 利 益 180,466

営 業 外 収 益

受 取 利 息 310

受 取 配 当 金 654,666

受 取 賃 貸 料 91,309

助 成 金 収 入 1,508

そ の 他 9,839 757,633

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,851

貸 与 資 産 減 価 償 却 費 69,024

貸 与 資 産 費 用 18,461

そ の 他 7,986 99,323

経 常 利 益 838,777

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,686 4,686

税 引 前 当 期 純 利 益 834,091

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 56,950

法 人 税 等 調 整 額 569 57,520

当 期 純 利 益 776,571

損　益　計　算　書
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連結計算書類に係る会計監査報告

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 林 　 幹 根

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 肥 田 晴 司

独立監査人の監査報告書

2025年２月12日

ＣＤＳ株式会社

取締役会　御中
かがやき監査法人
　　名古屋事務所

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＣＤＳ株式会社の2024年１月１日から2024年12月

31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ＣＤＳ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の

状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監

査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運

用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか

検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注

意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企

業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。監査役及び監査役会の責任

は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又

は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ

ると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統

制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り

の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監

査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報

告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類

の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連

結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な

監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。

監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

－ 24 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため

の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい

る場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 林 　 幹 根

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 肥 田 晴 司

独立監査人の監査報告書

2025年２月12日

ＣＤＳ株式会社

取締役会　御中
かがやき監査法人
　　名古屋事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＣＤＳ株式会社の2024年１月１日から2024
年12月31日までの第45期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 27 －



2025/02/18 19:14:54 / 24165939_ＣＤＳ株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2024年１月１日から2024年12月31日までの第45期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、

以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等

に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査

の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要

な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、

子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か

ら事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する

ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に

関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告

を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

監査役会の監査報告

－ 28 －
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監査役会の監査報告

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す

るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基

準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を

求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連

結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記

表）について検討いたしました。

２．監査の結果

　（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘

すべき事項は認められません。

　（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人かがやき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人かがやき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年２月13日

ＣＤＳ株式会社　監査役会

常勤監査役　　　　　　市川洋行　㊞

社外監査役　　　　　　埴岡　登　㊞

社外監査役　　　　　　福地和彦　㊞

以　上

－ 29 －
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　第45期の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたし

まして以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき金44円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は300,064,116円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　2025年３月25日といたしたいと存じます。

－ 30 －
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取締役10名選任の件

候補者
番号

ふ り が な

氏 名
 （生 年 月 日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

1

しばざき　あきのり

芝崎　晶紀

(1945年１月20日)

1980年２月　　中央立体図株式会社(現当社)

代表取締役社長

1988年８月 株式会社ティーピーエス　代表取締役社長

2005年12月 株式会社エムエムシーコンピュータリサーチ

(現株式会社ＭＣＯＲ)　代表取締役会長

2008年10月 株式会社バイナス　代表取締役会長

2010年３月 同社　取締役相談役

2010年８月 株式会社東輪堂　代表取締役会長

2011年７月 株式会社ＰＭＣ　取締役会長

2013年３月 株式会社ＭＣＯＲ　取締役相談役就任(現任)

2016年９月 朝日インテック株式会社　社外取締役

2021年３月 当社　代表取締役会長就任(現任)

2022年３月 株式会社バイナス　取締役会長就任(現任)

株式会社東輪堂　取締役就任(現任)

株式会社ＰＭＣ　取締役就任(現任)

2022年９月 朝日インテック株式会社　社外取締役退任

90,200  株

（取締役候補者とした理由）

同氏は、ドキュメンテーション事業（現技術情報ソリューション事業）をはじめとする事業運営全般に関す

る豊富な業務経験と高い知見を有するとともに、代表取締役会長として当社および当社グループの経営全般

を統括し指揮をとってまいりました。当社取締役会は同氏のリーダーシップの下で経営にあたることが当社

の持続的成長に資するものと判断し、同氏を引き続き取締役候補者といたしました。

第２号議案　取締役10名選任の件

　本総会終結の時をもって、取締役全員（11名）は任期満了となりますので、取締役10名の選任をお

願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 31 －
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取締役10名選任の件

候補者
番号

ふ り が な

氏 名
 （生 年 月 日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

２

   しばざき   ゆうた

芝崎　雄太

(1971年１月27日)

2005年２月　　当社入社

2005年10月 当社岡崎ＩＴ部長

2008年４月 当社ＩＴドキュメンテーション事業推進本部

副本部長　兼　岡崎ＩＴ部長

2010年８月 株式会社東輪堂　取締役副社長

2011年３月 当社取締役

2012年３月 株式会社東輪堂　代表取締役社長

2015年２月 当社常務取締役

ＩＴドキュメンテーション事業推進本部

首都圏本部長

2015年３月 株式会社東輪堂　取締役

株式会社ＰＭＣ　取締役

2016年１月 当社エンジニアリング事業推進本部長

株式会社バイナス　代表取締役会長

2017年３月 当社取締役副社長　社長補佐

兼　ドキュメンテーション事業推進本部長

兼　管理本部長

2018年７月 SAS SB Traduction　取締役就任(現任)

2019年１月 当社取締役副社長　社長補佐

兼　ドキュメンテーション事業推進本部長

2019年３月 株式会社ＭＣＯＲ　取締役就任(現任)

2021年３月 当社代表取締役社長（現任）

兼　ドキュメンテーション事業推進本部長

2022年３月 株式会社バイナス　取締役就任(現任)

株式会社東輪堂　取締役会長就任(現任)

株式会社ＰＭＣ　取締役会長就任(現任)

2024年１月 当社技術情報ソリューション事業本部長就任

(現任)

192,201  株

（取締役候補者とした理由）

同氏は、長年にわたり携わってきたドキュメンテーション事業（現技術情報ソリューション事業）での豊富

な経験と高い知識を有するほか、エンジニアリング事業推進本部（現ＦＡロボットソリューション事業）、

管理本部の責任者を歴任し、代表取締役社長として当社経営の指揮および当社グループ経営の指揮を補佐し

職務を適切に遂行してきたことから、当社取締役会は当社の持続的成長に資するものと判断し、同氏を引き

続き取締役候補者といたしました。

－ 32 －
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取締役10名選任の件

候補者
番号

ふ り が な

氏 名
 （生 年 月 日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

３

   なかしま   くにお

中嶋　國雄

(1967年５月26日)

1990年４月　　中央立体図株式会社(現当社)入社

2005年10月 当社総務部長

2006年９月 当社経理・財務部長

2007年３月 当社取締役就任(現任)

2008年10月 株式会社バイナス　取締役

2009年３月 株式会社ＭＣＯＲ　取締役就任(現任)

2013年３月 株式会社ＰＭＣ　監査役

2014年３月 株式会社バイナス　取締役退任

2015年８月 当社経理・財務部長　兼　総務部長

2017年３月 当社経理・財務部長

2017年９月 株式会社ＰＭＣ　取締役

2019年３月 同社　監査役就任(現任)

2024年４月 当社管理部門統括就任（現任）

88,818  株

（取締役候補者とした理由）

同氏は、長年にわたって当社の経理・財務部門および総務部門に従事し、当社の事業経営全般に関する豊富

な業務経験と高い専門知識を有することから、当社取締役会は当社の持続的成長に資するものと判断し、同

氏を引き続き取締役候補者としました。

４

   たかはし   てつや

高橋　哲也

(1972年７月５日)

1996年４月　　中央立体図株式会社(現当社)入社

2011年４月 当社関西支社長代理

2013年４月 当社関西支社長

2017年３月 当社取締役就任(現任)

2018年３月 当社ドキュメンテーション事業推進本部

副本部長　兼　関西支社長

2022年１月 当社ドキュメンテーション事業推進本部

西日本統括　兼　関西支社長

兼　広島支社長就任

2024年１月 当社技術情報ソリューション事業本部

西日本統括　兼　広島支社長就任（現任）

16,342  株

（取締役候補者とした理由）

同氏は、長年にわたって当社の基幹事業であるドキュメンテーション事業（現技術情報ソリューション事

業）に従事し、豊富な業務経験に加えて同事業における当社の強みと課題を熟知していることから、当社取

締役会は当社の持続的成長に資するものと判断し、同氏を引き続き取締役候補者といたしました。

－ 33 －
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取締役10名選任の件

候補者
番号

ふ り が な

氏 名
 （生 年 月 日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

５

     おおた    あきら

太田　晃

(1959年12月３日)

1982年４月　　三菱自動車工業株式会社入社

2007年４月 同社管理本部　開発・製造ＩＴ部長

2010年４月 同社管理本部　エンジニアリングＩＴ部長

2011年４月 同社管理本部　副本部長

2015年８月 同社経営企画本部　副本部長

2016年10月 同社グローバルＩＴ本部　副本部長

2017年１月 同社グローバルＩＴ本部　本部長補佐

2018年３月 当社取締役就任(現任)

当社技術システム事業推進本部長

株式会社ＭＣＯＲ　代表取締役社長就任

(現任)

2024年１月 当社デジタルソリューション事業本部長就任

(現任)

3,690  株

（取締役候補者とした理由）

同氏は、輸送用機器会社で長年にわたってＩＴ部門に従事し、設計開発から生産技術に至るエンジニアリン

グＩＴの豊富な経験と高い知識を有しており、当社に入社して以降は、技術システム事業推進本部長（現デ

ジタルソリューション事業本部長）として同事業の発展に大きく貢献していることから、当社取締役会は当

社の持続的成長に資するものと判断し、同氏を引き続き取締役候補者といたしました。

－ 34 －
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取締役10名選任の件

候補者
番号

ふ り が な

氏 名
 （生 年 月 日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

６

    まいだ    ひろこ

舞田　浩子

(1961年１月19日)

1981年４月　　日本電装株式会社入社

1987年３月 同社退職

1988年８月 中央立体図株式会社(現当社)へ入社

2014年４月 当社名古屋支社　部長

2015年４月 当社名古屋支社長

2018年３月 当社取締役就任(現任)

当社ドキュメンテーション事業推進本部

副本部長　兼　名古屋支社長

2022年１月 当社ドキュメンテーション事業推進本部

中日本統括　兼　松本支社長

2024年１月 当社技術情報ソリューション事業本部

中日本統括　兼　松本支社長就任(現任)

29,239  株

（取締役候補者とした理由）

同氏は、長年にわたって当社の基幹事業であるドキュメンテーション事業（現技術情報ソリューション事

業）に従事し、豊富な業務経験に加えて同事業における当社の強みと課題を熟知していることから、当社取

締役会は当社の持続的成長に資するものと判断し、同氏を引き続き取締役候補者といたしました。

７

     しもま    あつし

下間　篤

(1966年３月11日)

1991年４月　　中央立体図株式会社(現当社)入社

2006年８月 当社名古屋支社長

2012年４月 株式会社バイナス入社

2017年３月 同社取締役営業部長

2022年７月 同社取締役第２営業部長（民間営業担当）・

資材部長

2024年１月 同社代表取締役社長　就任（現任）

2024年３月 当社取締役就任(現任)

当社ＦＡロボットソリューション事業本部長

就任(現任)

42,636  株

（取締役候補者とした理由）

同氏は、当社在籍中は長年にわたり基幹事業であるドキュメンテーション事業(現技術情報ソリューション事

業)に携わり、当社の強みを熟知していること、また株式会社バイナスでは当社の成長戦略の一つであるロボ

ット事業を拡大するとともに、ロボット産業の裾野拡大にも注力をしてきたことから、当社取締役会は当社

の持続的成長が期待されるものと判断し、同氏を引き続き取締役候補者といたしました。

－ 35 －
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取締役10名選任の件

候補者
番号

ふ り が な

氏 名
 （生 年 月 日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

８

    いとう   よしふみ

伊藤　善文

(1945年５月４日)

1968年４月　　三菱電機株式会社入社

1999年６月 同社取締役

2001年４月 同社常務取締役

2003年４月 同社専務取締役

2003年６月 同社専務執行役

2006年４月 同社執行役副社長

2007年４月 同社常任顧問

2007年７月 当社社外取締役就任(現任)

2009年４月 三菱電機株式会社　顧問

2011年３月 同社顧問退任

2020年７月 旭産業株式会社　社外取締役就任(現任)

8,000  株

（社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要）

同氏は、企業経営者としての豊富な経験と識見から当社取締役会における意思決定および執行の監督におい

て重要な役割を果たしています。同氏の経験を活かした多角的な視点による質問や提案を通じて、今後も当

社の事業戦略に関して指導・助言が期待されることから、当社取締役会は同氏を当社の経営監督を担う立場

として適任であると判断し、引き続き社外取締役候補者としました。

－ 36 －
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取締役10名選任の件

候補者
番号

ふ り が な

氏 名
 （生 年 月 日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

９

  いわほり   つよし

岩堀　剛士

(1951年４月14日)

1976年４月　　中部電力株式会社入社

1999年７月 同社長野支店　営業部長

2002年７月 同社販売本部　営業部　部長補佐

2003年７月 同社販売本部　販売企画グループ部長

2004年７月 同社販売本部　営業部長

2005年７月 同社執行役員　秘書部長

2009年７月 同社常務執行役員　秘書部長

2013年６月 同社退職

中電不動産株式会社　監査役

2017年６月 同社監査役退任

2018年３月 当社社外取締役就任(現任)

1,000  株

（社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要）

同氏は、企業経営者としての豊富な経験と識見を有するだけでなく、監査役としての経験も有しており当社

取締役会における意思決定および執行の監督において重要な役割を果たしています。同氏の経験を活かした

多角的な視点による質問や提案を通じて、今後も当社の事業戦略やコンプライアンスに関して指導・助言が

期待されることから、当社取締役会は同氏を当社の経営監督を担う立場として適任であると判断し、引き続

き社外取締役候補者としました。

－ 37 －
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取締役10名選任の件

候補者
番号

ふ り が な

氏 名
 （生 年 月 日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

10

    いくた   たくじ

生田　卓史

(1954年８月９日)

1978年４月　　株式会社東海銀行入行

1998年５月 同行ＡＬＭ部長

2001年４月 欧州東海銀行頭取

2004年２月 ＵＦＪインターナショナル社長

2005年12月 兼　スイスＵＦＪ銀行会長

2006年10月 トヨタファイナンシャルサービス株式会社

シニアバイスプレジデント

2007年６月 トヨタアセットマネジメント株式会社

代表取締役社長

2011年６月 東海東京フィナンシャル・ホールディングス

株式会社取締役専務執行役員　兼

東海東京証券株式会社取締役専務執行役員

2012年４月 東海東京証券株式会社代表取締役社長ＣＯＯ

兼　東海東京フィナンシャル・ホールディン

グス株式会社取締役

2015年６月 トヨタファイナンシャルサービス株式会社

取締役副社長　兼　Group CFO & CRO

兼　トヨタファイナンス社外取締役

兼　豊田汽車金融(中国)非常勤董事長

2019年６月 岡崎信用金庫非常勤理事(現任)

2023年３月 当社社外取締役就任（現任）

2,627  株

（社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要）

同氏は、金融機関等において経営者を歴任され、数多くの企業との対話を通じた企業分析の経験から、主に

当社の企業価値向上に向けた提言が期待されるものと判断し、当社取締役会は同氏を引き続き社外取締役候

補者としました。

（注）１. 上記所有株式数には、ＣＤＳ役員持株会名義の実質所有株式数が含まれております。
２. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３. 伊藤善文氏および岩堀剛士氏、生田卓史氏は、社外取締役候補者であります。
４. 当社は伊藤善文氏および岩堀剛士氏、生田卓史氏を東京証券取引所および名古屋証券取引

所の定めに基づく独立役員として届け出ております。各氏が再任された場合は、当社は引
き続き各氏を独立役員とする予定であります。

－ 38 －
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取締役10名選任の件

氏名 当社における地位

特に期待する分野・スキル

経営 営業 DX/IT 財務/会計
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ/
ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ
ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ

芝崎　晶紀 代表取締役会長 〇 〇 〇 〇

芝崎　雄太 代表取締役社長 〇 〇 〇 〇 〇

中嶋　國雄 取 締 役 〇 〇 〇

高橋　哲也 取 締 役 〇 〇

太田　　晃 取 締 役 〇 〇 〇 〇

舞田　浩子 取 締 役 〇 〇

下間　　篤 取 締 役 〇 〇 〇 〇

伊藤　善文 社 外 取 締 役 独立（社外） 〇 〇 〇

岩堀　剛士 社 外 取 締 役 独立（社外） 〇 〇 〇

生田　卓史 社 外 取 締 役 独立（社外） 〇 〇 〇 〇

５. 伊藤善文氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、
本株主総会の終結の時をもって17年８ヶ月となります。

　　岩堀剛士氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、
本株主総会の終結の時をもって７年となります。

　　生田卓史氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、
本株主総会の終結の時をもって２年となります。

６. 当社は伊藤善文氏および岩堀剛士氏、生田卓史氏との間で、責任限定契約を締結してお
り、各氏の再任が承認された場合、各氏との間の当該契約を継続する予定であります。そ
の契約の内容の概要は次のとおりであります。

　　会社法第423条第１項に基づき社外取締役が当社に対して損害賠償責任を負う場合におい
て、社外取締役がその職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、金２百万
円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度として損
害賠償責任を負うものとし、その損害賠償責任額を超える部分については、当然に免責す
るものとする。

７. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約で
は、被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して
損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等を塡補する
ものとなります。保険料は全額当社が負担しております。本議案が承認され、各候補者が
取締役に就任した場合には当該保険契約の被保険者に含められることになります。

（ご参考）本定時株主総会終了後の取締役の専門性および経験（スキルマトリックス）

－ 39 －
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地図

株主総会会場ご案内図

岡崎ニューグランドホテル

３階　飛竜の間

愛知県岡崎市康生町515番地33

ＴＥＬ　0564－21－5111

岡崎ニューグランドホテル

至 豊田

JR
東海道本線

至 名古屋･大阪

至 蒲郡

名鉄本線

岡崎駅

至 豊橋･東京

東岡崎駅
至 豊橋

至 豊田

国道１号線

岡崎城 菅生神社

菅生川

至
　
名
古
屋

愛
知
環
状
鉄
道

殿
橋

明
代
橋

国
道
248
号
線中

岡
崎
駅

至 名古屋 至 豊橋

交通のご案内

・名鉄本線東岡崎駅から徒歩約10分

・JR東海道本線岡崎駅から車で約10分

・愛知環状鉄道中岡崎駅から徒歩約10分

駐車場には限りがございますので可能な限り公共交通機関をご利

用のうえ、会場にお越しくださいますようお願い申しあげます。




